
第４章 事前評価結果 

４－１ 妥当性 

この案件は以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

・ 自然災害軽減のための気象予警報の高度化や地球温暖化に伴う気候変化予測の実施が、モンゴ

ルの国家開発計画、気象水文分野の開発プログラムで示されており、本プロジェクトへのモン

ゴル政府の財政的コミットメントも認められる。 

・ より正確できめ細かな情報を作成するためには、新しい気象解析・予報手法を利用する必要が

ある。過去 2 度にわたり実施された我が国無償資金協力により、ハード面は高レベルに達して

いるが、モンゴルの気象業務技術者はいずれも、気象理論に係る知見は有するものの、コンピ

ュータを用いた実践的な気象解析・予報技術が不足している。従って、無償資金協力で導入さ

れた機材を活用しながら、気象解析・予報技術の移転・導入を図るという本プロジェクトのア

プローチは適切である。 

・ モンゴルでは、干ばつやゾド等の気象災害は全国で発生している。また、気象情報の作成に必

要な各種の気象データや高レベルの気象技術者は、ウランバートルの NAMHEM 本局に集中し

ており、ここから各県に情報が伝達される仕組みとなっている。従って、NAMHEM 本局で技

術移転活動を実施することが、最もプロジェクト効果が高く、全国的な気象情報の改善波及効

果が見込まれる方法である。 

・ 自然災害に脆弱な地方部の牧畜民などへの気象情報の普及と、フィードバックとしての気象情

報の改善が求められる。従って、地理的・社会経済的条件が異なる西部、南部、東部より、パ

イロット県を選定して気象情報利用の普及に係る活動をすることの必要性と優先度は高い。 

・ 我が国のモンゴルに対する国別援助計画でも、行政セクターの人材育成、行政サービスの改善、

農牧業の再生、自然環境の保全を基本方針とした防災対策及び自然環境保護は重点分野であり、

気象情報や自然環境情報の整備による早期警戒への支援を謳っている。 

・ この分野は、気象災害軽減を目指し先進化を遂げた日本の気象解析・予報技術が十分に活用で

きる。 

４－２ 有効性 

この案件は、以下の理由から有効性が見込める。 

・ 人材育成対象者がカウンターパート、サブカウンターパートとして明示されており、人材育成

を通じて得られた技術を使用して作成された気象情報を利用者に提供することが指標として

設定されており、プロジェクト目標の設定は明確である。 

・ プロジェクト効果の向上のためには、技術移転対象者が今後も継続的に業務に従事することが

求められる。NAMHEM の職員定着率は比較的高い点、NAMHEM 内で研究を行っているモン

ゴル国立大学の学生も研修に参加させることが日本側・モンゴル側で合意されている点より判

断して、プロジェクト中及びプロジェクト後も継続的に人材が確保される可能性が高い。 

－ 55 － 



・ 本プロジェクトのデザインは、「気象解析・予報技術が移転されることで人材育成が図られ、

それらの技術が気象業務の現場で活用されることにより、気象情報の質的量的な向上というプ

ロジェクト目標が達成される」となっている。プロジェクトは大きく『事前』『基礎研修』『運

用体制構築』の各フェーズに分かれ、移転した技術の気象業務の現場での実用までを含んだ計

画となっているため、アウトプット実現化の可能性は高い。 

・ 設定されたアウトプットは、気象業務の現場における新技術の利用やその利用に伴って向上す

る気象情報の内容等が示されていることから、目視調査や定期的に発表される気象情報によっ

て容易に評価が可能である。 

４－３ 効率性 

この案件は、以下の理由から効率的な効果の発現が見込まれる。 

・ カウンターパート・サブカウンターパートとして設定する技術移転対象者数は 23 名と、

NAMHEM 全体の職員数と比べ少ないが、以下の点より、本局職員を集中的に育成することに

よって気象解析・用法技術の効果的な向上が望める。 

 NAMHEM 本局では、ハードが整備されていること 

 気象解析・予報に必要な気象データが集まっていること 

 職員の技術レベルも比較的高いこと 

さらに、この気象情報が地方気象台に伝達されることから、全国的な波及効果が期待できる。 

・ 首都ウランバートルやパイロット県といった限定地域で気象情報の末端利用者を対象とした

セミナーを実施することにより、少量の労力とコストで、利用者の理解度向上のための活動手

法やニーズの汲み上げ方を習得できる。また、このセミナーで得た利用者のニーズを気象情報

の作成の際に生かすことができる。更に、プロジェクト期間中の他地域でのセミナーや、プロ

ジェクト後の利用者との懇談の継続が期待できる。 

・ 2 度の無償資金協力でハード面（気象観測・予報・伝達に係る機材）は整備済であることから、

技術移転によるソフト面の底上げは、直ちに領域数値予報の現業化に結びつくと考える。 

・ 干ばつ／ゾドの早期警戒システムは、NAMHEM の既存の観測手法や情報作成技術を継続・強

化しながら、GIS によりそれらを組み合わせて、より精度の高い情報をタイミングよく発表す

る体制を整備するアプローチを取ることから、大規模なシステムを必要としない。加えて、新

たに導入を必要とする機材は、コンピュータを中心とした少額機材であることから、全体的な

コストが抑制される。 

・ 開発調査『ゾド対策に向けた地方牧畜業体制改善支援計画』では現在、南部ドルノゴビ県での

牧畜業改善に向けた活動が実施されている。当該調査の活動地域で気象情報の利用促進を図る

こと、隣県のドンドゴビ県で開催されるセミナーに関係者を参加させることなどによる連携効

果が期待できる。 

４－４ インパクト 

この案件のインパクトは、以下のように予測される。 
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・ 農牧業に立脚した社会経済構造を持ち、多様で厳しい自然環境が国民の生活や文化に与える影

響が大きいモンゴルにとっては、自然災害の軽減と地球温暖化等の気候変動への対応は、国の

最重要課題であることから、この課題克服のために、気象情報の量的・質的改善を望む声が大

きい。即ち、設定された上位目標は、モンゴルの開発課題に即したものである。また、育成さ

れた技術者によって改善された気象情報が利用者に継続的に提供されるようになれば、上位目

標が達成される可能性は高い。 

・ 利用者に対し気象情報の理解度を向上させる活動（セミナー）が計画に盛り込まれている。こ

のセミナーの定期的・継続的実施により、気象情報の利用促進が期待できる。 

・ NAMHEM 本局及び地方気象台の職員が旧来の気象解析・予報技術に固執すれば、新たに導入

される数値予報技術や予測手法の利用を阻害する可能性がある。本プロジェクトでは、新しい

気象解析・予報技術による気象情報を地方まで伝達させると同時に、情報内容の精度について

比較・検証することで、これらの技術の有効性や優位性の理解を促すことが計画されている。 

４－５ 自立発展性 

本案件による効果は、相手国政府によりプロジェクト終了後も以下のように継続されるものと見

込まれる。 

（１）モンゴルにおける気象セクターの重要性の認識 

「４－４ インパクト」で述べたように、気象や気候の変化に影響を受けやすい社会経済構造

を有するモンゴルでは、その負の影響を最小限にするとともに正の影響を最大限に利用すること

が、国の開発課題の克服に直結する。最近では、干ばつやゾドによる牧畜業への大規模な被害や、

気候変動に伴う砂漠化や生態系の変化などが、モンゴルの大きな問題となっている。このため、

気象・気候を監視・予測する気象セクターの重要性は近年特に増しており、今後もモンゴル政府

は、このセクターに対して重点的な支援を行うことが見込まれる。このため、本プロジェクトに

対しても十分な予算配分を行うコミットメントが関係者より得られている。 

（２）地方部での成果の波及 

パイロット県での利用者向けのセミナーで得たノウハウや知見は、他県でも活用が可能である。

セミナー形式に固執せず、利用者との懇談を主眼に据えコストを抑えた手法を極力用いることと

しており、プロジェクト終了後も NAMHEM が継続して実施していくことが可能である。 

（３）ガイドラインやマニュアルの整備 

技術移転と並行してマニュアルやガイドラインを整備することから、本プロジェクト終了後も

NAMHEM が独自で研修を実施して、技術者の養成を継続していくことが可能である。 

（４）機材の運用維持管理体制 

本プロジェクトでは主に、2 度の無償資金協力で導入された機材を活用するが、これらの機材に
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係る運用維持管理予算は既に確保されており、今後も継続されるものと考えられる。運用維持管

理技術については、本プロジェクトで投入される専門家により各種の研修が実施され、より確実

な運用維持管理が期待できる。運用維持管理に従事する技術者の定着率は高い。 

（５）オーナーシップ 

NAMHEM は、数値予報、気象解析、干ばつ／ゾド早期警戒システム等の各分野で独自に研究・

開発を重ねて実用化した技術も多く、自ら技術レベルの底上げと気象業務への活用を推進する姿

勢が強い。本プロジェクトは、それらの技術を統合、刷新するアプローチを取ることもあり、

NAMHEM の本プロジェクトに対するオーナーシップは高い。 
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第５章 プロジェクト実施の背景 

５－１ 国家開発計画・政策における気象業務の位置付けと課題 

NAMHEM は、気象法によって定められた気象業務を行うモンゴル唯一の機関であり、当該分野

の開発は全て NAMHEM によって行われている。モンゴルでは、農牧業をはじめとする社会経済に

影響を及ぼす気象災害の軽減が、国の開発課題の一つとなっており、NAMHEM の活動がその大き

な役割を担っている。2000 年～2004 年の政府プログラム及び 2004 年～2008 年の次期政権の政府プ

ログラム案では、自然災害を早期警戒するテクノロジーを向上して災害をもたらす現象を警戒し、

以って災害の軽減を行うことが政策目標の一つとされており、このプログラムを受けたモンゴルの

気象水文分野における 2015 年までの開発プログラムでは、(1)高度な技術を使用した気象予警報の作

成 (2)ウランバートル及び県単位での気象情報の伝達強化 (3)モンゴルの気候変化の評価の実施、

が謳われている。現在は、このプログラムの第一段階として、2005 年までの計画が実施されている。 

５－２ 気象業務の実施体制と実施機関の組織内容 

(１) 組織・人員 

NAMHEM は、自然環境省傘下の気象・水文業務を行う機関であり、モンゴルで気象情報作成、

提供などの気象サービスを実施する唯一の国家気象機関である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然環境省大臣 
(Minister for Nature and the Environment) 

副大臣 
(Deputy Minister for Nature and 

the Environment) 

事務次官 
(Secretary of State) 

管理評価局 
(Department of State Administration and 

Evaluation) 

戦略策定管理局 
(Department of Strategic Planning and 

Management) 

政策実施調整局 
(Department of Policy Implementation and 

Coordination) 

持続的開発・環境局 
(Department of Sustainable Development and 

Environment) 

財務部 
(Division of Economy and Budget) 

国際協力プロジェクト部 
(Division of International Cooperation and 

Projects) 

国立保護地域管理部 
(Division of State Protected Areas 

Management) 

気象水文環境監視庁 
(National Agency for Meteorology, 

Hydrology and Environment Monitoring)

自然森林水資源庁 
(Agency for Nature, Forestry and Water 

Resources) 

図 5－1 モンゴル気象水文環境監視庁（NAMHEM）組織図 
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気象予報課 
Weather Forecasting Section 

気候データ処理課 
Climate Data Processing Section 

農業気象課 
Agricultural Meteorology Section 

水文課 
Hydrological Section 

環境研究課 
Weather Forecasting Section 

気象水文研究所 
Institute of Meteorology and Hydrology 

情報計算センター 
Information and Computer Center 

気象通信センター 
Meteorological Telecommunication Center 

リモートセンシングセンター 
National Remote Sensing Center 

データベース課 
Database Division 

県地方気象台 
Province (aimags’) centers 

気象予報課 
Weather Forecasting Bureau 

環境監視中央試験所 
Central laboratory for Environmental Monitoring 

気候データ処理課 
Climate Data Processing Unit 

農業気象観測所 
Agricultural Meteorological Station 

水文課（無い気象台もある） 
Hydrological Station 

通信課 
Telecommunication Unit 

環境監視試験場（無い気象台もある） 
Environmental Monitoring Laboratory

大気質監視局 
Air Quality Monitoring 

土質監視局 
Soil Quality Monitoring 

水質監視局 
Water Quality Monitoring 

航空気象センター 
Aviation Meteorological Center 

気象レーダ観測所 
Meteorological Radar Station at Morin 

Uul Mount 

測器検定所 
Upper Air Sounding Station 

測器製作所 
Meteorological Instruments’ Creative 

Center 

航空気象サービス 
Civil Aviation Service 

高層気象観測所（無い気象台もある） 
Upper Air Sounding Station 

測器・検定センター 
Instruments and Metrology Center 

気象改変センター 
Weather Modification Center “Khuryn shim” 

図 5－2 モンゴル気象水文環境監視庁（NAMHEM）組織図 
 

地方気象台は、2002 年までは、各県の管轄で職員配置や予算割当ては県によって行われてきた

が、2003 年からは NAMHEM 傘下に組み入れられた。但し、NAMHEM 本局と地方気象台とは、

従来から気象データの交換や研修などによる業務提携や交流が行われている。 

NAMHEM の人員は現在約 1,700 名で、近年大きな人員の変動はない。 

(２) 予算 

2004 年度（2004 年 1～12 月）は約 27 億 5,555 万トゥグリク（約 2.7 億円：執行ベース）で前年

度比 13%増加している。予算申請額のうち 96%が承認・執行されている。機材調達や運用維持管
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理費は 6,000 万トゥグリク（約 570 万円）、職員の出張費は 1,250 万トゥグリク（約 120 万円）と

なっている。なお 2005 年度予算は 2004 年 3 月に申請済みである。 

 

表 5－1 NAMHEM 予算 

単位：千トゥグリク 

 2003 年度 2004 年度
2005 年度 
（申請） 

総支出額 2,428,117.8 2,755,549.6 3,029,800.6 
給料・賞与 1,052,139.5 1,263,570.4 1,259,223.5 
社会保険料 276,245.9 333,581.6 332,435.0 
文房具代 13,241.3 15,455.2 15,455.2 
電気代 51,745.8 53,029.9 55,681.4 
暖房代 110,539.7 119,138.8 123,257.3 
燃料代 43,435.2 44,404.9 44,404.9 
郵便・電話代 84,476.2 45,503.0 45,503.0 
上水道、下水道代 7,200.7 7,575.3 7,930.4 
国内出張費 45,442.0 47,883.5 47,883.5 
国際的活動 12,561.5 14,663.6 14,663.6 
家具購入代 7,615.0 8,450.0 8,450.0 
本・雑誌購入代 1,513.3 2,530.5 2,530.5 
支給用衣料購入代 4,960.0 5,260.0 5,260.0 
研究用 7,230.0 6,730.0 6,730.0 
再教育・研修費 580.0 580.0 580.0 
定期修理費 16,540.8 17,768.3 17,768.3 
その他の費用 24,265.9 24,030.9 24,030.9 
国内通信回線費 48,425.0 126,357.3 126,357.3 
事務所借料 700.0 595.0 595.0 
中央活動用経費 600,000.0 600,000.0 800,000.0 
業務委託料 - - 71,131.7 
予備費 17,741.4 18,441.4 19,929.1 
予算総額 2,428,117.8 2,755,549.6 3,029,800.6 
情報提供による収入 47,168.4 54,950.0 54,950.0 
事務所等借料による収入 17,100.0 3,100.0 3,100.0 
国庫からの予算総額 2,363,849.4 2,697,499.6 2,971,750.6 

注：この予算は、地方気象台が NAMHEM 傘下に入ってからの予算であり、それまで

は地方気象台は県の管轄で県から予算を配分されていた。 

(３) 技術レベル 

気象解析・予報に従事する NAMHEM 職員は、いずれも大卒や修士号、博士号取得者である。

NAMHEM 本局の職員は、気象解析・予報を自ら開発、実施できる基本的な能力を有している。

また、コンピュータ理論や操作に係るスキル（コンピュータ・リテラシー）もある。 

地方気象台の予報官の多くは、モンゴル国立大学や大学院を卒業した後、地元に帰って気象台

に就職しており、NAMHEM 本局から受信する各国の数値予報結果の図を使用し、県の予報を独

自に作成しており、地方気象台の予報官の技術レベルは比較的高い。 

しかしながら NAMHEM の予報官の多くは本局、地方気象台を含め、旧ソ連時代の理論気象学

を学んでいるが、より実践的な最新の気象学理論についての知見は少ない。 
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５－３ 気象業務の実施状況と課題 

(１) 気象観測 

無償資金協力『気象観測・予報設備整備計画』では、ウランバートル周辺を監視する気象レー

ダとウランバートル市内の気象水文観測所が整備された。また、同じく無償資金協力によって実

施された『気象情報ネットワーク改善計画』では、全国的に 14 箇所の地上気象観測所の自動化と、

3 箇所の高層気象観測所の整備が行われた。 

 

表 5－2 NAMHEM の既設気象・水文観測所 

観測所の種類 観測所数 
地方気象台の観測所 20 
高層気象観測所 7 
その他気象水文観測所 120 
気象レーダ 2 

 
地方気象台の観測所では、3 時間毎に WMO 基準に準じた観測を行い、NAMHEM 本局に通報し

ている。 

農業・牧畜気象観測については(3)に記す。 

 

無償資金協力『気象観測・予報設備整備計画』で導入されたモリンウール山の気象レーダは、

同観測所の職員によって運用維持管理されている。職員構成は、所長（チーフエンジニア）1 名と

エンジニア 4 名であり、エンジニアが 1 シフト 24 時間勤務（09:00～翌 09:00）で、4 シフトとな

っている。平日日中は、所長、エンジニア、雑用職員の 3 名が常勤している。エンジニア 4 名の

うち 2 名は気象学出身であり、運用維持管理に必要な工学系の技術を有していない。また定期点

検は、年に 3～4 回クライストロン交換時と、年に 2 回オイル交換時のみ実施しており、定期点検

簿は作成されていないため、故障時に過去のシステムの稼動状況をチェックして原因追及を行う

ことが困難である。 

また、無償資金協力『気象情報ネットワーク整備計画』で整備された全国 14 箇所の自動気象観

測装置は、各観測所の職員によって運用維持管理されている。自動気象観測装置のある気象観測

所（各県（アイマグ）の中心市にある）では 3 時間ごとの観測のために 3 交代制で 24 時間体制の

シフトが行われている。これらの職員は、当該プロジェクトのソフトコンポーネントなどにより

研修を受けている。引き渡し直後のため、運用維持管理の状態を把握することは不可能だが、シ

ステム構成自身は複雑でないことから、運用維持管理は十分行えるものと考える。 

(２) 予警報業務 

NAMHEM に属する IMH の予報課がモンゴル全土の天気予報を行っており、各県の気象台が県

内の天気予報を行っている。予報作業は、実況解析及び数か国の全球数値予報結果を利用してい

る。 
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１) 天気予報の種類 

表 5－3 天気予報の種類 

 予報要素 発表頻度、時刻 対象地域と地域細分 
短時間予報（6 時間先ま

で） 
雲量、天気（現象）、風

向・風速、気温、気圧変

化傾向、実況（気温、湿

度、気圧） 

2 回/日、11 時予報（有効

時間 12 時～18 時）、15
時 30 分予報（有効時間

16 時～22 時） 

ウランバートル市 

短期予報（12 時間もしく

は 24 時間先まで） 
雲量、天気、風、気温 2 回/日、06 時発表（8 時

から 20 時まで）、14 時発

表（20 時から 20 時まで）

①ウランバートル地域

②モンゴル国内を 4 地域

に区分（その中で、さら

に必要に応じて東部地

方などと言及）、③県庁

所在地の気温など 
中期予報（5 日間） 雲量、天気、風、気温（最

高気温、最低気温） 
1 回/日（14 時発表） モンゴル国内（県庁所在

単位） 
長期予報（1 か月予報） 雲量、天気、風、気温 毎月 22 日発表 4 予報区（西部、中部、

南部、東部） 
季 節 予 報 （ Seasonal 
outlook 寒候期見通し（10
月から 3 月）・暖候期見

通し（4 月から 9 月）、 

天気、風、気温 それぞれ 2 月及び 8 月の

末日に発表 
4 予報区（西部、中部、

南部、東部） 

気象警報など 警報（Warning：11 種類）、

警戒報(Alert：17 種類)。
警戒報の内、現象の強度

及び継続時間が基準値

を超える場合に発表 

通常、6 時・14 時の定時

発表に合わせる 
災害の恐れのある現象

の強度・継続時間に合わ

せて発表 

 

応用気象予報 （ユーザーの要望に応

じて作成） 
 有料（金額は少ない）、

ラジオ・テレビ、新聞、

鉄道管理、通信電話会

社、電力など合計 35 ユ

ーザー 

 

なお、上記の情報はすべて IMH が発表している。この他、地方気象台では、県内の天気予報

を作成し、毎日 1～2 回発表している。 

２) 天気予報の種類 

① FAX（テレビ、ラジオ、新聞） 

② 予報官のテレビ出演（予報の解説） 

国営テレビ対象。放映内容は 14 時発表の午後予報で、放映時間は午後 8 時 30 分と午後 11

時の 2 回のみ。但し、内容は同じ。 

なお、IMH から各アイマグ（県）の気象台に対しては、電話回線を用いたモデムベースの通

信システムを介して予報支援資料を伝送している。今後は、無償資金協力『気象情報ネットワ

ーク』で導入された VSAT 通信システムへの切り替えを検討しているが、伝達システムの最適

な設計や方法について今後検討を行う予定である。 
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３) 予報課の体制 

予報課は、NAMHEM の IMH に属しており、課長以下 25 名で人員配置は下記の通りである。 

① 課長 1 名 

② 現業グループ 15 名（1 班 5 人で、3 チームで交替勤務、実質 4 人は緊急事態などの要

員） 

③ 総観気象研究室 10 名（統計手法研究者、研究者） 

このうち 18 名が女性である。 

これとは別に、各地方気象台に予報官を配置している。 

４) 予報課の学術的レベルなど 

予報課総数 25 名のうち、23 名がモンゴル国立大学の気象学科の卒業生である。FORTRAN プ

ログラミングなどもマスターしている。博士号 2 名、修士課程修了者 1 名で、現在 2 名が博士

志願中である。 

５) NAMHEM 本局の予報現業体制 

1 日 2 回、午前予報（06 時発表）と午後予報（14 時発表）に合わせて作業している。日勤の

場合の予報作業スケジュールは以下の通りである。 

表 5－4 NAMHEM 本局の予報作業スケジュール 

当番者 作業手順、内容 

A 

朝 8 時スタート、経過の確認、プログノの解析、レーダ・衛星監視、9 時～9 時 30 分会報、

8 時の実況に基づいて、10 時～12 時に予報案を作成。 
警報発表の場合は 12 時～14 時より会報、発表の場合は所長も参加 
昼食 14 時～15 時、14 時の実況・レーダ・衛星確認、15 時 30 分～17 時 30 分に新聞、他の

組織向けの予報を発表、17 時 30 分～18 時引継ぎ、夜勤者と交替。 

B 

8 時スタート、経過の確認、ECMWF と KWBC の GRID データ処理と各種資料の表示、プリ

ント、8 時の実況処理、図表作成、9 時会報、10 時～13 時 30 分（地上、高層解析、チャー

ト、図表、衛星・雲解析、レーダ解析、11 時の実況処理、予報案にコメントなど）、昼食 14
時～15 時、15 時から 16 時 30 分（14 時の実況処理、同実況図作成、レーダ・衛星解析。観

測データチェックなど）、17 時 30 分～18 時引継ぎ、夜勤者に交代。 

C 

8 時スタート、経過の確認、過去天候の解析、前日の天気のレビュー、9 時から 13 時（8 時

の実況解析、会報、TV 向け情報作成、統計予報結果の作成、会報）、13 時～14 時昼食、14
時～15 時 30 分（インターネット関連情報の処理、TV 向けの情報作成）、15 時 30 分～17 時

TV 局へ、出演撮り。 

D 

8 時スタート、経過の確認、インターネットからのダウンロード、会報、天気経過作成、8
時の地上実況図の描画（前線解析を含む）、11 時～11 時 30 分（ウランバートル地方の天気

予報作成・ラジオ局への伝達）、11 時 30 分～13 時（8 時の高層解析、8 時の地上実況解析、

予想図解析、会報）、13 時～14 時昼食、14 時～16 時 30 分（応用気象予報発表、ウランバー

トル市の 6 時間予報とラジオへの伝達、応用気象予報の関係者の伝達） 
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予報作業で用いる基本資料は下記の通り。 

① 実況図（地上、850hPa、700hPa、500hPa、500-1000hPa のシックネス） 

② GTS 回線やインターネットで得られる下記の数値予報による予測図 

- ECMWF：144 時間先まで 

- ワシントン：48 時間先まで 

- KMA：78 時間先まで 

- JMA：18 時間先まで 

午後発表予報の初期条件は前日 12UTC、朝発表予報の初期条件は当日の 00UTC。 

③ ECMWF（解像度：2.5 度）の GPV を利用したガイダンス 14 種類 

④ 気象衛星（日本、中国、米国） 

予報作業は、上記のデータをベースにした予報技術者の主観及び経験に基づいており、基本

資料及び作業の大筋は日本と同様である（別の言葉で言えば、他国の数値予報モデルの結果を

基礎とした経験的・主観的予報技術）。WWW ブラウザ、気象データ視覚化専用ソフトウェアで

のコンピュータ画面や天気図作画印刷ソフトウェアによる印刷天気図を利用している。 

６) 数値予報 

先進国では、数値予報による天気予報が主流となっている。これは、客観的で空間的・時間

的にきめ細かな予報資料を提供し、予報の自動化や天気図作成をコンピュータ上で容易に行え

ることから、予報の精度向上と予報者の作業軽減に大きく貢献している。NAMHEM でも天気

予報の改善のために数値予報の導入を進めている。 

現在は、KMA から導入した MM5 と呼ばれる領域短期数値予報モデルを用いて、2 日先まで

の予測計算を試行中である。このモデルは、水平格子間隔 30km、静力学バージョンであり、非

静力学バージョンや陸面過程モデル BATS も組み込まれているが、現在計算には取り込んでい

ない。モンゴル全域を対象にしたこのモデルで 2 日予報に要する計算時間は既存の PC クラスタ

リングシステムで 2 時間である。モデルの境界条件は、同じく KMA の全球短期予報モデルの

出力（2 日先までのデータで計 3.4 メガバイト）を、インターネットサービスプロバイダと契約

した回線（256kbps で常時接続：月額 1,000US ドル）により FTP で取得している。 

無償資金協力『気象情報ネットワーク整備計画』で導入された解析・処理コンピュータ（PC

クラスタリングシステム）に韓国からのモデルを移植して、計算の効率化を図る予定である。 

予報現場では現在、ECMWF や KMA、日本気象庁などで作成される数値予報プロダクトや予

測図を利用しているが、モンゴル国内をより細かく予報し精度を高めるためには、必ずしも十

分な資料ではない。 

今後、数値予報モデルを NAMHEM 独自に運用し予報業務に活用していくためには、数値予

報モデルを改良できる能力、すなわち計算機・プログラミングについて詳しいだけでなく、気

象力学全般の知識が不可欠であり、これらの技術を有した職員が複数必要とされる。しかしな

がら、このような総合的な技術的な能力がある人材は現在では NAMHEM 内で 1 人である。 
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７) 統計的手法 

過去の気象観測実況及び解析値から予め統計的に導かれた回帰式に、数値予報結果を代入す

ることにより、気温などを予測する MOS（Model Output Statistic）ガイダンスを使用している。

ただし、採用高度や水平解像度は非常に疎（地上気圧と 500hPa 高度のみ、36 格子点値（緯度方

向 5 度、経度方向 10 度間隔））であり、予報対象地域をより細分化し精度を向上させるために

は、NAMHEM 独自の数値予報モデルにより作成されるきめ細かな予測データを利用する必要

がある。 

８) 地方気象台の予報現業体制 

予報官の数の違いや各県の事情などにより、気象台ごとに体制が若干異なっているが、一般

的には、予報作業は日中のみ行われており、1 名のみ又は 2 名の交代制で実施している。予報は

15 時に発表しているが、朝も当日の予報を発表している気象台がある。 

主な予報の種類は、下記の通りである。 

－1 日予報・・・概況、天気、気温（気象台によっては、ソムごとの地域細分で発表） 

－5 日予報・・・概況、天気、気温 

－1 週間予報・・・概況、県全般の天候 

－1 ヶ月予想・・・概況、県全般の天候 

予報官はいずれも気象学専攻の大卒であり、大学卒業後に出身の県の気象台に就職し、定年

まで勤務している。 

天気予報は、気象台で PC を使って作成、印刷され、県庁、または郡（ソム）の気象観測所経

由で郡役場に紙ベースで提供されている。また、県の災害管理局やテレビ局、ラジオ局にも紙、

または電話で提供されている。 

(３) 気候変化予測 

現在 NAMHEM では、モンゴルの社会経済の気候変化への対応を政策として、適切に推進する

ために必要な基礎資料の作成を行うよう、モンゴル政府から指示がなされており、NAMHEM の

開発プログラムに基づいて気候変化予測が計画されている。これまでに、イタリア理論物理国際

センターから導入した 30km 格子間隔の領域気候モデルである RegCM3 を、客観解析データ（観

測値）を側面境界条件として、モンゴル域の夏季 4 ヶ月のシミュレーションを既に実行している。

計算には汎用パソコン（CPU 速度 1.4GHz、メモリ 1GB、ハードディスク 100GB）を用い、4 ヶ月

積分に 2 日の計算時間を要している。上記の計算は現在、ほとんど職員 1 名の個人的力量で遂行

されている。NAMHEM が今後 2～3 年で計画している気候変化予測実験全体を実施するためには、

他に少なくとも 1 人あるいは 2 人、同職員と同程度の能力を持った人を育成することが望ましい。

また現在、上記実験を行うための全球気候モデルの境界条件としては、米国国立大気研究センタ

ー（NCAR）のモデルである CCM（Community Climate Model）の 2 つのシナリオ（A2，B2）のも

のを入手済みである。しかし、現時点での世界の全球気候モデルの完成度はそれほど高くないの

で、NCAR-CCM のシナリオだけに頼らず、可能なら独立の全球気候モデルによる温暖化予測実験
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結果を入手して複数の全球モデル結果を境界条件にしたモンゴルの気候変化を計算できることが

望ましい。 

(４) 農業・牧畜気象業務 

NAMHEM では、干ばつ･ゾドに取り組む部署は、農業気象課を中心に、干ばつ・ゾド対策のた

めの観測及び情報作成を積極的に実施している。 

表 5－5 農業気象課の監視項目 

監視項目 観測日･観測時期 

草地の植生 毎月 9,19,25 日 
草地の害虫･ネズミ 毎月 9,19,29 日 
作物の害虫 毎月 10,21,30 日 
草地と畑の土壌水分 毎月 8,18,28 日 
作物（小麦とジャガイモ）の成長段階 毎月 8,18,28 日 
牧畜気象 表 6 参照 
ネズミの分布 4 月,6 月,8 月 
草地の荒廃 6 月,8 月 
牧養力 8 月 
冬の牧草地 12 月,2 月 

 
また、NAMHEM では家畜の状態と気象観測をあわせて行う牧畜気象観測というモンゴル独自

の観測を 1976 年から行っている。遊牧民に委託して実施され、ゲルとともに百葉箱と雨量計も季

節的に移動する。現在、東経 103~107 度の範囲の、モンゴルの代表的な 3 つの植生帯である森林

ステップのブルガン、草原のトゥブ、砂漠のダランザドガドの 3 つのアイマグに、計 7 地点設置

されている。2003 年からは GPS（global positioning system：全地球測位システム）を用いて、季節

ごとに移動する観測地点の位置特定を開始した。 

表 5－6 牧畜気象観測項目 

種類 観測項目 間隔 時期 

気温、湿度、最高最低温度計読み取り、気圧、雲量、

風速、降水量、大気現象 毎日 8,14,20 時 通年 
気象 

積雪深、密度 10 日おき 積雪のある時 

畜舎 畜舎など寝る場所の気温、湿度、風速、寝床の地温

(5cm､10cm)・凍結面 
5 日おき、8,14,20
時 

冬営地にいる時（12-4
月） 

水を飲む時間 毎日 通年 
飼料の量・種類・与えた頭数 毎日 冬･春 
体重測定（対象家畜は牛 15 頭、ヒツジ･ヤギ 25 頭） 月末 通年 
肥満度の目視観測 1 日 3 月, 5 月, 8 月, 11 月 
毛の生え変わり、成長、産出量 5 日ごと 毛の生え変わる時期 
母ウシの乳量  乳絞りの時期 
対象家畜の子畜(1 才未満）の体重測定 月末 5 月から翌 1 月まで 
草地での家畜の行動（歩行、採食、休息） 月に 5 回 寒冷、強風、高温時など

 糞の重量 月に 1 回  

家畜 

 積雪がある場合の採食の状態  積雪のある時 
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この牧畜気象観測は、観測項目が多いためデータの品質が必ずしも確保されていない。今後デ

ータの品質を確保するためには、必要な観測項目以外の簡略化を進め、観測者の作業負担を減少

させる必要がある。 

NAMHEM で作成、発表している情報は下記の通りである。 

表 5－7 農業気象課が発表する情報 

業務内容 項目 発表の時期

過去 10 日間気温･降水・植生・積雪深 10 日毎 
過去 1 年間の天候･地表面概況 2 月第 3 旬 
冬の天候概況 3 月第 3 旬 
春の天候概況 6 月第 2 旬 
夏の天候概況 9 月第 3 旬 
作物の種苗を植えた状況 6 月第 3 旬 
牧養力 8 月 25 日 
作物の成長状況 9 月第 2 旬 

農
業
気
象
速
報 

土壌水分調査結果 9 月第 2 旬 
春の土壌水分 3 月第 3 旬 
土壌の凍結が融解する日 3 月第 3 旬 
雌ヒツジの体重増加 4 月第 3 旬 
雌ヒツジの体重減少 11 月第 3 旬 
小麦の出穂の日 6 月第 2 旬 
小麦の完熟日 7 月第 2 旬 
小麦の収穫日 6 月第 2 旬 
小麦の生産量 7 月第 3 旬 
牧草地のバイオマス 6 月第 3 旬 
ジャガイモの生産量 7 月第 3 旬 

農
業
気
象
の
予
報 

土壌の凍結日 10 月第 3 旬 
これから 1 ヶ月の天候 毎月第 2 旬 
子畜の誕生の時期の天候 2 月第 1 旬 
作物を植える時期の天候 4 月第 3 旬 
作物の収穫の時期の天候 7 月第 1 旬 

農
牧
作
業
へ
の
助
言 作物の収穫の時期の天候 8 月第 1 旬 

 

これらの情報の多くは、『農業気象と環境旬報』の形で旬ごとに発行しており、この旬報は通信

網で各県（アイマグ）へ伝えられ、政府関係機関へは印刷物のかたちで配布される。各県では気

象担当者が旬報を参考に県独自の解説をつけて、10 日ごとの気象･植生の情報を伝える。 

この他にも、農牧業の作業暦にあわせて必要な情報を提供している。特に 2 年連続の大規模な

ゾドによる被害を経験した後の 2001 年からは、全国約 1,500 地点以上の村（バグ）単位の家畜の

頭数と 8 月中旬の可食バイオマス（家畜が食べる地上 1cm 以上の牧草の自然乾燥重量で、8 月は

通常年間最大値を記録する時期）のデータから見積もった牧養力が 8 月 25 日に発表され、この情

報は行政担当者を中心に広く使われている。しかしながら､牧養力の地図情報の空間分解能が現在

は郡（ソム）スケールであるため、さらに細かな行政区分である村（バグ）ごとに細分化した情

報が利用者から強く求められている。また、同じネットワークにおいて、可食バイオマスの観測

が 6 月中旬に行われているほか、12 月下旬と 2 月中旬には、家畜にとって可食な積雪面上の草丈
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の観測が行われている。 

ICC では、6～8 月においては衛星 NOAA データから求めた旬ごとの植生指標・干ばつ指数・バ

イオマス量の地図、10～4 月においては、積雪地図がウェブサイト（http://www.env.pmis.gov.mn/）

で公開されている。 

これらの個々の情報はこれまで独立した形で発表されており、1 年を通して有用な気象情報を組

み合わせ、タイムリーに提供する体制が整備されていないことから、遊牧民や行政機関などの牧

畜業関係者が干ばつやゾドへの準備や対応を、年間を通して総合的に行うために、これらの情報

が必ずしも有効に活用されていない。 

(５) コンピュータネットワーク 

NAMHEM 内部のコンピュータネットワークは、2 度の無償資金協力や独自の開発により拡張が

続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－3 NAMHEM のコンピュータネットワーク 

（無償資金協力『気象情報ネットワーク整備計画』で導入された機材を含まず） 

出典：NAMHEM 内部資料, 2004 
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図 5－4 無償資金協力『気象情報ネットワーク整備計画』で導入されたシステムの構成図 

１) NAMHEM 本局 

ICC が基幹系ネットワークを管理している。IMH など利用者側は独自にコンピュータを導入

している。ICC が管理するネットワークを使って IMH 等が内部外部とデータ交換を行っており、

システム作りには相互の調整が必要である。 

２) 地方気象台とのネットワーク 

現在は、地上回線を使った本局と各県（アイマグ）気象台との通信システムで、気象台から

観測データの伝送と本局からの予報資料の伝達が行われている。この通信システムでは、本局

から各県に米国や日本等の数値予報結果の天気図（jpg ファイル）と、NOAA の画像ファイルを

送信するソフトと、各県でそれらのファイルを閲覧するソフト（いずれも外注会社との共同開

発）が利用されている。 

今後は既存の地上回線による通信システムを、無償資金協力『気象情報ネットワーク整備計

画』で導入された VSAT システムを使った通信システムに、順次切り替えていく計画である。 
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表 5－8 NAMHEM 本局と地方気象台とで交換される気象データ 

本局→各県気象台 各県気象台→本局 
情報の内容 方法・手段 情報の内容 方法・手段 

米国、日本等の数値予報結

果 
NAMHEM 開発の専用ソフ

トで、天気図化されたもの

を画像ファイルにして送信

各県の地上気象観測デー

タ、高層気象観測データ 
WMO 電文形式で送信 

NOAA 雲画像 同上 農業気象観測データ NAMHEM 開発のデータベ

ース（MS-Access）ファイ

ルを送信 
5 日先予報、1 ヶ月・季節

予報 
MS-Word&Excel ファイル

を圧縮し送信 
  

 

無償資金協力で導入された各県との VSAT による通信システムと既存システムの統合化が行

われておらず、効果的な統合の計画策定が必要である。 

３) 対外接続 

a) GTS 

NAMHEM では、ロシアのノボシビルスクと中国の北京と回線接続し、世界中の気象

観測データを受信している。このシステムは、2 次の無償資金協力で更新されている。 

表 5－9 ウランバートルと接続している GTS 回線 

接続先 回線速度 プロトコル 備考 
ノボシビルスク 32.5kbps TCP/IP ソケット  
北京 14.4kbps TCP/IP ソケット 試験中 

b) インターネット接続 

インターネットへは、2 つのサービスプロバイダと接続している。NAMHEM 側のセ

キュリティ対策は無くプロバイダ側のセキュリティに依存している。また、このプロバ

イダ接続はそれぞれ NAMHEM 内の切り離された別のネットワーク上で行っている。こ

れらはいずれも、管理者の技術力不足と、必要な機材の不足が原因である。 

表 5－10 NAMHEM のインターネット接続  

接続先 接続先種別 回線速度 利用目的 
Magic Net 社 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ

（ISP） 
256kbps 
専用線  
IP 接続 

外部ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続用（韓国気象

庁から数値予報境界条件を入

手） 
国家通信局 
（ Government Network Agency: 
内閣直轄） 

中央政府機関のｲﾝﾀｰﾈｯ

ﾄを統合管理 
9600bps 
専用線  
IP 接続 

NAMHEM にある Web ｻｰﾊﾞを

対外的に開放 

４) 運用維持管理体制 

情報計算センター（ICC）でネットワーク設計と管理を行うのは 2 名であり、26 名がオペレ

ータとして勤務している。管理者はいずれも、基本的なネットワークの知識があるが、NAMHEM

本局内のネットワークの整理と地方のネットワークの統合を実現するためのネットワーク技術

が不足している。 

－ 71 － 



(６) 県地方気象台 

2002 年度までは、地方気象台は各県の県庁の管理下にあり、予算や人員配置は各県で独自に行

われていたが、2003 年度からは NAMHEM の傘下に入った。 

以下に、現地調査を行った気象台の現状を示す。 

表 5－11 パイロット県の事情 

県（首都）名 ゴビアルタイ ドンドゴビ ヘンティ 
地域 西部 南部 東部 

地域の特性 高地多い 砂漠（ゴビ） 草原 
人口 *1 61.4 千人 

（83.0 千人） 
50.5 千人 
（40.4 千人） 

71.1.千人 
（67.3 千人） 

県 GDP の対全国比 *1 1.0%（1.5%） 1.5%（1.1%） 2.0%（1.8%） 
 

家畜頭数 *1 1,261.2 千頭 
（1,418.3 千頭） 

1,598.1 千頭 
（884.7 千頭） 

1,451.7 千頭 
（1,306.1 千頭） 

県の中心 アルタイ マンダルゴビ ウンドルハーン 
ウランバートルから 
県中心までのアクセス 

飛行機（週 2 便 1 時間

50 分） 
陸路 
（車で約 6 時間） 

陸路 
（車で約 6 時間） 

観測、予報体制 地上気象観測、高層気象

観測、農業（牧畜）気象

観測、県内予報業務 

地上気象観測、農業（牧

畜）気象観測、県内予報

業務 

地上気象観測、農業（牧

畜）気象観測、県内予報

業務 
職員数（2004 年） 71 名（76 名） 46 名（41 名） 70 名（62 名） 
予算（2004 年） 95,793.0 千トゥグリク 

（ 97,784.7 千トゥグリ

ク） 

65,440.0 千トゥグリク 
（ 61,414.5 千トゥグリ

ク） 

83,167.3 千トゥグリク 
（ 83,468.9 千トゥグリ

ク） 
機材の設置環境 スペース有 スペース有 スペース有 
セミナー会場 

予定地 
県庁（県で合意） 県庁（県で合意） 気象台会議室 

治安状況 良好 良好 良好 

*1 Mongolian Statistical Yearbook 2003  （ ）内は地域内の県平均 

 

現地調査を行った県（アイマグ）ではいずれも、気象情報や天気予報は県庁の関係部局や各県

災害管理事務所、地元のテレビ、ラジオ局に電話や紙の手交によって伝達されている。しかしな

がら、郡（ソム）や村（バグ）レベルには必ずしも十分に伝達されておらず、また情報の内容も、

各郡や村といったより細かな地域別の情報が必要であると県などの利用者から要望があった。 

５－４ 他ドナーの気象業務分野への協力状況 

NAMHEM では、韓国の支援によって導入された数値予報システムが 2004 年 6 月から試験運用し

ている。 

今後 NAMHEM に対する他ドナーの支援計画は確認されていない。 
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５－５ 既往無償資金協力や他のプロジェクト等との連携 

(１) 無償資金協力 

1998～1999 年『気象観測・予報設備整備計画』（以下、第一次計画）、2003～2004 年『気象情報

ネットワーク整備計画』（以下、第二次計画）によって、NAMHEM の基本的な気象観測・予報・

伝達設備が整備された。 

本プロジェクトでは、これら無償資金協力で導入された機材を有効活用することとしている。

具体的に想定する目的と使用機材、機能は下記の通りである。 

① ドップラー気象レーダ（第一次計画） 

ウランバートル周辺の降水短時間予測、降水強度・ドップラー風データの数値予報への入力

（データ同化） 

② テレビ局向け番組作成システム（第一次計画） 

より詳細となる気象情報の伝達 

③ NAMHEM 本局と地方気象台との情報通信網（第二次計画） 

地方気象台への数値予報プロダクト、ガイダンス等の基礎データの提供 

④ 気象解析・処理コンピュータ（第二次計画） 

現業数値予報 

(２) Household Livelihoods Supporting Program 

世界銀行の支援による同プログラムの中で実施中の Pastoral Risk Management Project では、牧畜

業振興のため、NAMHEM と共同で地方 8 県で気象観測を行うと同時に、地方の住民に対するリ

スクマネジメント能力を向上させる活動を行っている。今後、同プロジェクトの関係者の気象情

報利用に係るセミナーへの参加等連携の可能性があるため、プロジェクト専門家や NAMHEM と

緊密な連絡を行うよう要請した。 

(３) 開発調査『ゾド対策に向けた地方牧畜業体制改善支援計画』 

同調査では現在、南部ドルノゴビ県での牧畜業改善に向けた活動が実施されている。当該調査

の活動地域で気象情報の利用促進や、本プロジェクトの中で隣県のドンドゴビ県で開催されるセ

ミナーに関係者を参加させることなど、JICA モンゴル事務所を中心として今後必要な連携を図る

こととした。 
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